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追加経済対策の成立で米国景気の腰折れは回避
― 現金給付第２弾で2021年GDPを0.2％程度押し上げ ―
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（１）米国では、新型コロナ第３波が深刻化するなか、多くの州が活動規制を強化。当面は規制の維
持・強化が続くとみられ、事業・消費活動への逆風が強まるリスク。

（２）企業部門では、規制の長期化に耐える資金的な余力に乏しい中小企業の資金繰りに懸念。米国
商工会議所が実施した調査では、中小企業事業主の75％が追加支援が必要と回答（図表１）。

（３）家計部門でも、先行き、雇用・所得環境が悪化する見込み。事業環境の悪化を受け、一部の企
業は人員整理に着手。来年春にかけて失業率の改善が停滞し、個人消費の重石となる見通し
（図表２）。

（４）こうしたなか、12月初に提案された超党派案を基にした総額9,000億ドル規模の妥協案が近く成
立する見通し（図表３）。与野党間で意見が分かれていた地方政府への支援や企業をコロナ関連
の訴訟から守る免責条項などは見送られたものの、給与保護プログラム（ＰＰＰ）や失業保険の
拡充が盛り込まれた結果、景気の腰折れは回避される見込み。

（５）また、妥協案には、当初の超党派案には含まれていなかった現金給付第２弾が新たに追加。１人
あたり600ドルと今春の第１弾に比べて規模は縮小したものの、来春にかけて家計所得を大きく
増加させ、雇用の改善停滞の影響を上回って個人消費の押し上げに作用する見通し。個人消費の
拡大により、2021年のＧＤＰは通年で0.2％程度押し上げられると試算（図表４）。

 http://www.jri.co.jp 

政策 上院共和党案 当初の超党派案 妥協案

地方政府への支援 無し 有り

企業免責条項 有り 無し

失業保険給付拡充 有り（規模小） 有り（規模中）

給与保護プログラム 有り 有り

教育・学校関連補助金 有り 有り

検査・ワクチン製造 有り 有り

現金給付第2弾 無し 無し 追加

予算規模 0.5兆ドル 0.9兆ドル 0.9兆ドル

別案として
協議継続

合意

（図表３）追加経済対策

（資料）米国議会、CBO、CRFB、各種報道などを基に日本総研作成
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（図表４）現金給付政策によるGDP押し上げ効果

（億ドル）

（資料）CBO、CRFB、NY 連銀を基に日本総研作成

（注）カッコ内はNY連銀が推計する限界消費性向（％）。
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（図表２）失業率の見通し
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（資料）BLS、BEA、CBOを基に日本総研作成
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（図表１）中小企業事業主向けのサーベイ

（％）

（資料）Metlife & U.S. Chamber of Commerce "Small Business Index"

（注）調査期間は10月30日から11月10日。

「2021年に事業が成功するために、政府の追加の中小企業

資金支援はどれほど重要か」という質問への回答割合


